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高等技術専門校訓練等推進事業費

１　事業概要

　求職者、フリーターや新規学卒者の就労を支援するた

め、高等技術専門校（6校1分校）において職業訓練を実

施する。

　また、中小企業等の在職者に対する技能向上訓練を実

施することにより、県内中小企業等の体質強化を図る。

（１）学卒・離転職者訓練事業費　　△19,786千円

２　事業主体及び負担区分

　学卒・離職者訓練事業費のうち訓練手当

 （国1/2・県1/2）

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×60人＝570,000千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア　学卒・離転職者訓練及びデュアルシステム訓練事業費
　　　　求職者等を対象に、就業に必要な技能を習得させる訓練を行うことで即戦力となる人材を育成し、併せて
　　　就職支援指導を行うことで雇用機会の拡大を図る。
　　　　デュアルシステム訓練は、概ね35歳までの求職者等を対象に、高等技術専門校での基礎的訓練と企業での
　　　実践的訓練を両方実施し、安定就労に結びつける。
　　イ　在職者訓練事業費
　　　　中小企業等の在職者を対象として、技能向上訓練及び資格取得支援訓練を実施する。
（２）事業計画
　　ア　求職者対象訓練、デュアルシステム訓練及び求人開拓の実施
　　　　延べ22科目　総定員920人。
　　　　・二年コース：4校9科目460人定員、一年コース：3校6科目150人定員
　　　　・短期コース：4校5科目270人定員、デュアルシステム：2校2科目40人定員
　　イ　在職者訓練の実施
　　　　・メニュー型講習（施設内）：95講座 1,950人定員

　　　　・派遣型オーダー講習：2,000時間

（５）補正予算の概要

　　　　・施設内オーダー講習：55講座 550人定員

（３）事業効果
　　ア　求職者対象訓練、デュアルシステム訓練及び求人開拓の実施
        ・平成23年度:修了者数 595人、就職者(就職中退者を含む) 623人、就職率92.7％(うち二・一年コース96.6％)
　　　　・平成22年度:修了者数 615人、就職者(就職中退者を含む) 677人、就職率91.5％(うち二・一年コース97.0％)
　　　　・平成21年度:修了者数 672人、就職者(就職中退者を含む) 646人、就職率88.1％(うち二・一年コース91.0％)
　　イ　在職者訓練　　平成21年度:修了者数2,918人、平成22年度:修了者数2,622人、平成23年度:修了者数1,917人
（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　ア　在職者訓練は、企業向け広報及び受講生募集の一部を、埼玉県産業振興公社と連携して実施

(単位：千円)

　　（１）学卒・離転職者訓練事業費：訓練手当の支給額が当初の見込みを下回ることによる減額。

分野施策


